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種　類 番　号

報　告 1 1

報　告 2 9

報　告 3 15

報　告 4 21

報　告 5 27

議　案 1 29

議　案 2 35

議　案 3 39

議　案 4 43

議　案 5 49

泉南市ふるさと泉南応援寄附条例の一部を改正する条例の制定について

議　案　一　覧　表 (平成２８年６月９日提出）

議 案
件 名 ページ

専決処分の承認を求めるについて（泉南市市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の制定につい
て）

専決処分の承認を求めるについて（泉南市都市計画税賦課徴収条例の一部を改正する条例の制定につ
いて）

都市公園を設置すべき区域の決定について

泉南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定
について

平成２８年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第１号）

平成２７年度大阪府泉南市一般会計繰越明許費繰越計算書について

専決処分の承認を求めるについて（泉南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定につい
て）

専決処分の承認を求めるについて（平成２７年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第７号））

泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条例等の一部を
改正する条例の制定について



報告第１号 

 

専決処分の承認を求めるについて 

 

次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分をしたので、

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

平成２８年６月９日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

１ 泉南市市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

専決理由 

 地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）が平成２８年３月３１日に公布され、市民税及び固定

資産税等についての制度改正が順次施行されることにより、本市関係条例においてもこれに合わせて所要の措置を講ずる必

要から、専決処分したものである。 
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専決甲第１号 

 

泉南市市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 泉南市市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２８年３月３１日専決 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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泉南市条例第１４号 

 

泉南市市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 

 

（泉南市市税賦課徴収条例の一部改正） 

第１条 泉南市市税賦課徴収条例（昭和３２年泉南市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第４２条第２項第１号中「又は名称、住所若しくは居所又は事務所若しくは事業所の所在地及び個人番号（行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。）又は法人番

号」を「及び住所又は居所（法人にあつては、名称、事務所又は事業所の所在地及び法人番号）」に改める。 

第４５条中「又は第１２号の固定資産」を「若しくは第１２号の固定資産又は同項第１６号の固定資産（独立行政法人

労働者健康安全機構が設置する医療関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限る。）」に、「、独立行政法

人労働者健康福祉機構」を「、独立行政法人労働者健康安全機構」に改める。 

第４８条中「又は第１２号」を「、第１２号又は第１６号」に改める。 

第１１９条の３第２項第１号中「個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号において同じ。）又は」を削り、「同条第１５項」を「行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第１５項」に改め、「個人番号又は」を削る。 

附則第６条の４の２第４項中「第１５条第２項第６号」を「第１５条第２項第７号」に改め、同条中第１２項を第１９

項とし、第１１項を第１７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

１８ 法附則第１５条第４２項に規定する市の条例で定める割合は５分の４とする。 

附則第６条の４の２中第１０項を第１６項とし、第９項を第１５項とし、第８項を第９項とし、同項の次に次の５項を
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加える。 

１０ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は２分の１とする。 

１４ 法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は２分の１とする。 

附則第６条の４の２中第７項を第８項とし、第６項の次に次の１項を加える。 

７ 法附則第１５条第２９項に規定する市の条例で定める割合は２分の１とする。 

 附則第７条の３第９項第５号中「費用」の次に「及び令附則第１２条第３６項に規定する補助金等」を加える。 

 （泉南市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 泉南市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２７年泉南市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

附則第６条第３項の表第９０条第１項の項中「第３４号の２様式」を「施行規則第３４号の２様式」に改め、「第１条

の規定」を削り、同表第９０条第２項の項中「第３４号の２の２様式」を「施行規則第３４号の２の２様式」に改め、同

表第９０条第３項の項中「第３４号の２の６様式」を「施行規則第３４号の２の６様式」に改め、同表第９０条第４項の

項中「第３４号の２様式」を「施行規則第３４号の２様式」に改め、同条第７項の表第９２条の２の項中「第９２条の

２」を「第９２条の２第１項」に改め、同条第１０項の表第７項の表以外の部分の項中「第４項」を「第４項の」に、

「第９項」を「第９項の」に、「から」を「同項から前項まで」に、「、第５項及び」を「同項、第５項及び前項」に改

め、同表第７項の表第９２条の２の項の項中「第９２条の２」を「第９２条の２第１項」に改め、同条第１２項の表第７

項の表以外の部分の項中「第４項」を「第４項の」に、「第１１項」を「第１１項の」に、「から」を「同項から前項ま

で」に、「、第５項及び」を「同項、第５項及び前項」に改め、同表第７項の表第９２条の２の項の項中「第９２条の

２」を「第９２条の２第１項」に改め、同条第１４項の表第７項の表以外の部分の項中「第４項」を「第４項の」に、
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「第１３項」を「第１３項の」に、「から」を「同項から前項まで」に、「、第５項及び」を「同項、第５項及び前項」

に改め、同表第７項の表第９２条の２の項の項中「第９２条の２」を「第９２条の２第１項」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、第１条中泉南市市税賦課徴収条例第４２条及び第１１９条の

３の改正規定は、公布の日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の泉南市市税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）の規定中

固定資産税に関する部分は、平成２８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２７年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第６条の４の２の第７項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得され、又は改良される地方税法等

の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）第１条の規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６

号。以下「新法」という。）附則第１５条第２９項に規定する償却資産に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定

資産税について適用する。 

４ 新条例附則第６条の４の２第１０項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項

第１号イに規定する設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

５ 新条例附則第６条の４の２第１１項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項

第１号ロに規定する設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

６ 新条例附則第６条の４の２第１２項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項

第２号イに規定する設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

７ 新条例附則第６条の４の２第１３項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項
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第２号ロに規定する設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

８ 新条例附則第６条の４の２第１４項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項

第２号ハに規定する設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

９ 新条例附則第６条の４の２第１８項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第４２項

に規定する設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 
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報告第２号 

 

専決処分の承認を求めるについて 

 

次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分をしたので、

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

平成２８年６月９日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

１ 泉南市都市計画税課徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

 

専決理由 

 地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）が平成２８年３月３１日に公布され、都市計画税につ

いての制度改正が同年４月１日から施行されることとなったため、本市関係条例においてもこれに合わせて所要の改正を行

う必要から、専決処分したものである。 
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専決甲第２号 

 

泉南市都市計画税賦課徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 泉南市都市計画税賦課徴収条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２８年３月３１日専決 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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泉南市条例第１５号 

 

泉南市都市計画税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

 

泉南市都市計画税賦課徴収条例（昭和３６年泉南市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「、第２３項、第２４項」を「、第２２項から第２４項まで」に、「又は第３０項から第３３項まで」を

「から第３１項まで、第３３項又は第３４項」に改める。 

附則第１６項を附則第１７項とする。 

附則第１５項中「若しくは第４２項」を「、第４２項若しくは第４５項」に、「第３０項から第３３項まで」を「第３４

項」に改め、同項を附則第１６項とする。 

附則第１４項中「附則第４項及び第６項」を「附則第５項及び第７項」に、「附則第４項及び第７項」を「附則第５項及

び第８項」に、「附則第５項、第７項及び第８項」を「附則第６項、第８項及び第９項」に、「附則第７項から第９項ま

で」を「附則第８項から第１０項まで」に、「附則第９項」を「附則第１０項」に、「附則第１０項から附則第１２項ま

で」を「附則第１１項から附則第１３項まで」に、「附則第１１項」を「附則第１２項」に改め、同項を附則第１５項とす

る。 

附則第１３項の前の見出しを削り、同項を附則第１４項とし、同項の前に見出しとして「（宅地化農地に対して課する都

市計画税の納税義務の免除等）」を付する。 

附則第１２項中「第２０項」を「第１９項」に改め、同項を附則第１３項とする。 

附則第１１項中「第２０項」を「第１９項」に改め、同項を附則第１２項とする。 

附則第１０項の前の見出しを削り、同項を附則第１１項とし、同項の前に見出しとして「（市街化区域農地に対して課す
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る平成６年度以降の各年度分の都市計画税の特例）」を付する。 

附則第９項の前の見出しを削り、同項中「第２０項」を「第１９項」に改め、同項を附則第１０項とし、同項の前に見出

しとして「（農地に対して課する平成２７年度から平成２９年度までの各年度分の都市計画税の特例）」を付する。 

附則第８項中「附則第３項」を「附則第５項」に、「第２０項」を「第１９項」に改め、同項を附則第９項とする。 

附則第７項中「附則第３項」を「附則第５項」に、「第２０項」を「第１９項」に改め、同項を附則第８項とする。 

附則第６項中「附則第４項」を「附則第５項」に、「第２０項」を「第１９項」に改め、同項を附則第７項とする。 

附則第５項中「第２０項」を「第１９項」に改め、同項を附則第６項とする。 

附則第４項の前の見出しを削り、同項中「第２０項」を「第１９項」に改め、同項を附則第５項とし、同項の前に見出し

として「（宅地等に対して課する平成２７年度から平成２９年度までの各年度分の都市計画税の特例）」を付する。 

附則第３項の次に次の１項を加える。 

（法附則第１５条第４２項の条例で定める割合） 

４ 法附則第１５条第４２項に規定する市の条例で定める割合は５分の４とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の泉南市都市計画税賦課徴収条例（次項において「新条例」という。）の規定は、平成２８年度

以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２７年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第４項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得される地方税法等の一部を改正する等の法律（平成

２８年法律第１３号）第１条の規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第４２項に規定

する家屋に対して課する平成２９年度以後の都市計画税について適用する。 
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報告第３号 

 

   専決処分の承認を求めるについて 

  

 次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分をしたので、

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

  平成２８年６月９日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

１ 泉南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

専決理由 

 地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）が平成２８年３月３１日に公布され、国民健康保険税

についての制度改正が同年４月１日から施行されることとなったため、本市関係条例においてもこれに合わせて所要の改正

を行う必要から、専決処分したものである。 
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専決甲第３号 

 

   泉南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 泉南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３１日専決  

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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泉南市条例第１６号 

 

泉南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

泉南市国民健康保険税条例（昭和４１年泉南市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第２３条第２号中「２６０，０００円」を「２６５，０００円」に改め、同条第３号中「４７０，０００円」を「４８ 

０，０００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の泉南市国民健康保険税条例の規定は、平成２８年度以後の年度分の泉南市国民健康保険税につ

いて適用し、平成２７年度分までの泉南市国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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報告第４号 
 

   専決処分の承認を求めるについて 

 
 次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同

条第３項の規定により報告し、承認を求める。 
 
  平成２８年６月９日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
 
１ 平成２７年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第７号） 
 
専決理由 
 火葬場建設事業において、年度内にその支出が終わらない見込みであり、翌年度に繰り越して使用するために設定が必要

な繰越明許費について、所要の措置を講ずる必要があるため、専決処分したものである。 
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専決甲第４号 
 

平成２７年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第７号） 

 

平成２７年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 

（繰越明許費の補正） 

第１条 繰越明許費の補正は、「第１表  繰越明許費補正」による。 

 

  平成２８年３月３１日専決 

   

泉南市長 竹 中 勇 人 
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第１表　繰越明許費補正

１　追　加

款 項 事　　　　業　　　　名 金　　　　額

衛 生 費 保 健 衛 生 費 火葬場建設事業 ７，１７５千円
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報告第５号 

 

平成２７年度大阪府泉南市一般会計繰越明許費繰越計算書について 

 

 平成２７年度大阪府泉南市一般会計の繰越明許費に係る経費について次のとおり繰り越しをしたので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 

 

平成２７年度大阪府泉南市一般会計繰越明許費繰越計算書 

既収入特定財源 未収入特定財源 一 般 財 源

総務費 総務管理費
元気育成にぎわいコムーネ（自治
都市）創出事業

18,500,000 18,500,000 18,500,000

総務費 総務管理費
自治体情報セキュリティ強化対策
事業

41,688,000 41,688,000 41,650,000 38,000

民生費 社会福祉費
元気育成にぎわいコムーネ（自治
都市）創出事業

5,000,000 5,000,000 5,000,000

民生費 社会福祉費
自治体情報セキュリティ強化対策
事業(障害福祉システム)

2,450,000 2,450,000 2,450,000

民生費 児童福祉費
子ども子育て支援システム改修事
業

2,000,000 2,000,000 1,000,000 1,000,000

民生費 生活保護費
自治体情報セキュリティ強化対策
事業(生活保護システム)

2,495,000 2,495,000 2,495,000

衛生費 保健衛生費 火葬場建設事業 7,175,000 7,174,440 6,187,220 987,220

翌年度繰越額
左 の 財 源 内 訳

款 項 事 業 名 金 額

円 円 円 円 円円 円 円 円 円
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既収入特定財源 未収入特定財源 一 般 財 源

農林水産業費 農業費 泉南地区農免農道整備事業 3,942,000 3,942,000 3,500,000 442,000

農林水産業費 農業費
産官学連携まち・海・里山活性加
速化事業

27,000,000 27,000,000 27,000,000

農林水産業費 水産業費
産官学連携まち・海・里山活性加
速化事業

18,000,000 18,000,000 18,000,000

土木費 都市計画費 都市計画関連業務事業 2,600,000 2,600,000 2,600,000

土木費 住宅費
元気育成にぎわいコムーネ（自治
都市）創出事業

2,000,000 2,000,000 2,000,000

教育費 教育総務費
元気育成にぎわいコムーネ（自治
都市）創出事業

9,500,000 9,500,000 9,500,000

教育費 小学校費 小学校施設保全整備事業 8,572,000 8,572,000 8,485,000 87,000

教育費 幼稚園費 就園奨励費システム改修事業 1,620,000 1,620,000 810,000 810,000

152,542,000 152,541,440 141,632,220 10,909,220

事 業 名 金 額 翌年度繰越額
左 の 財 源 内 訳

款 項

合　　　　　　　　　　　　計

円 円 円 円 円円 円 円 円 円

 

平成２８年６月９日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第１号 

 

都市公園を設置すべき区域の決定について 

 

 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第３３条第１項の規定により、下記のとおり都市公園を設置すべき区域の決定に

ついて、同条第５項の規定により議会の議決を求める。 

 

  平成２８年６月９日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

記 

 

１ 区域 泉南市りんくう南浜４－２０１外 

２ 面積 約１６．４ヘクタール 
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議案第１号参考（位置図）  市内全体図 

りんくう公園予定用地 
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拡大図 

泉南都市公園を設置すべき区域  
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（関係条文抜粋） 

都市公園法 

（公園予定区域等）  

第３３条  地方公共団体は、必要があると認めるときは、都市公園を設置すべき区域を定めることができる。 

２～４ （略）  

５ 地方公共団体は、第１項の規定により都市公園を設置すべき区域を決定しようとするときは、あらかじめ、当該地方公

共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第２号 

  

泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条

例等の一部を改正する条例の制定について 
  

泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条例等の一部を改正する条例を別紙

のように定める。 

  

平成２８年６月９日提出 

  

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

  

提案理由 

 公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）の一部改正に伴い、本市関係条例において所要の措置を講じる必要がある

ため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条

例等の一部を改正する条例 

 
 （泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条例の一部改正） 

第１条 泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条例（平成６年泉南市条例第

１号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２号ア中「１５，３００円」を「１５，８００円」に改め、同号イ中「７，３５０円」を「７，５６０円」に

改める。 

 （泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関する条例の一部改正） 

第２条 泉南市議会議員及び泉南市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関する条例（平成６年泉南市条例

第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「５１０円４８銭」を「５２５円６銭」に、「３０１，８７５円」を「３１０，５００円」に改める。 

 （泉南市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部改正） 

第３条 泉南市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例（平成１９年泉南市条例第３３号）の一部を次のよう

に改正する。 

題名中「ビラ」を「選挙運動用ビラ」に改める。 

第１条及び第２条（見出しを含む。）中「ビラ」を「選挙運動用ビラ」に改める。 

第３条の見出し中「ビラ」を「選挙運動用ビラ」に改め、同条中「ビラの作成に」を「選挙運動用ビラの作成に」に

改める。 
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第４条の見出し中「ビラ」を「選挙運動用ビラ」に改め、同条中「ビラの１枚」を「選挙運動用ビラの１枚」に改める。 

第５条中「７円３０銭」を「７円５１銭」に、「ビラ」を「選挙運動用ビラ」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２８年７月１日から施行する。 
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議案第３号 

  

泉南市ふるさと泉南応援寄附条例の一部を改正する条例の制定について 

  

泉南市ふるさと泉南応援寄附条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

平成２８年６月９日提出 

  

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

  

提案理由 

 寄附の対象事業を多様化することにより寄附者の想いをまちづくりに的確に反映させ、ひいては、泉南市総合計画の円滑

な推進に資するため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

泉南市ふるさと泉南応援寄附条例の一部を改正する条例 

  

泉南市ふるさと泉南応援寄附条例（平成２０年泉南市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号から第４号までを次のように改める。 

⑴ 人権啓発、恒久平和の実現及び国際交流並びに男女共同参画の推進に関する事業 

⑵ 教育環境の整備及び生涯学習の推進に関する事業 

⑶ 歴史的文化財の保存や活用及び地域文化の充実に関する事業 

⑷ 安心して子育てできる体制の整備及び強化に関する事業 

第２条中第５号を第１４号とし、第４号の次に次の９号を加える。 

⑸ 市民の生涯にわたる健康づくりの推進に関する事業 

⑹ だれもが安心して暮らせる社会福祉の充実に関する事業 

⑺ 地域産業等の振興及び地域の魅力を生かした観光の拡大推進に関する事業 

⑻ 防災体制の強化、防犯対策の充実等安全・安心のまちづくりに関する事業 

⑼ 雇用の促進、就労の機会拡大及び安定化に関する事業 

⑽ 自然環境の保全及び省資源・省エネルギーの推進に関する事業 

⑾ 良好な住環境の整備等市民生活に不可欠な社会基盤の充実に関する事業 

⑿ 市民参画・協働の推進及び地域コミュニティ活動の活性化に関する事業 

⒀ 行政の透明性や市民満足度を高め、健全で安定的な行政運営の推進に関する事業 
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附 則 

この条例は、平成２８年９月１日から施行する。 
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議案第４号 

 

泉南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 
 

 泉南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年６月９日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 幼児教育の段階的無償化に向けた取り組みの実施に伴い、低所得世帯について従来の多子軽減における年齢制限の見直し

及び特定世帯における利用者負担軽減措置を講じる必要から、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用に関する条例の一部を改正す

る条例 
 

泉南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用に関する条例（平成２６年泉南市条例第２１号）の一部を次の

ように改正する。 

別表第１の表Ｃ１の項及びＣ２の項を次のように改める。 

特定世帯 3,000円

6,000円

特定世帯 4,000円

8,000円
Ｃ２

Ｃ１ Ａ階層及びＢ階層を除
き、市町村民税所得割課
税世帯であって、その所
得割課税額の区分が次の
区分に該当する世帯

48,600円未満

48,600円以上
77,100円以下

 

別表第１備考２中「及びＣ１階層」を「からＣ２階層までの階層」に改め、同表備考５に次のただし書を加える。 

 ただし、Ｂ階層からＣ２階層までの世帯の子どもの順位の算定方法等は、次の表の（注）によらず次項の規定により算

定するものとする。 

別表第１備考５の表中「免除」を「無償」とし、同表備考に次の１項を加える。 

６ 前項ただし書の世帯については、順位を決定するときの算定対象となる子どもの範囲は、年齢にかかわらず生計を一に

する子どもとし、また特定世帯の利用者負担額は、第２順位の子どもについても無償とする。 

 別表第２の表Ｃの項からＤ３の項までの項を次のように改める。 
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特定世帯 4,000円 2,900円

8,700円 6,300円

特定世帯 7,000円 5,100円

12,100円 8,800円

特定世帯 10,000円 7,300円

15,000円 10,900円

13,000円 9,500円

19,000円 13,800円

Ｃ

Ａ階層及びＢ階層を除
き、市町村民税所得割課
税世帯であって、その所
得割課税額の区分が次の
区分に該当する世帯

48,600円未満

72,900円以上
85,300円未満

77,101円未満
の特定世帯Ｄ３

48,600円以上
61,300円未満

Ｄ２
61,300円以上
72,900円未満

Ｄ１

 

別表第２備考２中「及びＣ階層」を「からＤ３階層までの階層」に改め、同表備考５に次のただし書を加える。 

 ただし、世帯の市民税所得割合算額が７７，１０１円未満の世帯（５７，７００円以上７７，１０１円未満の特定世帯

以外の世帯を除く。）についての子どもの順位の算定方法等は、次の表の（注）によらず次項の規定により算定するもの

とする。 

別表第２備考５の表中「免除」を「無償」とし、同表備考に次の１項を加える。 

６ 前項ただし書の世帯については、順位を決定するときの算定対象となる子どもの範囲は、年齢にかかわらず生計を一に

する子どもとし、また特定世帯の利用者負担額は、第２順位の子どもについても無償とする。 

別表第３の表Ｃの項からＤ３の項までの項を次のように改める。 
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特定世帯 5,000円 3,600円

10,100円 7,300円

特定世帯 8,000円 5,800円

13,500円 9,800円

特定世帯 11,000円 8,000円

17,500円 12,700円

22,200円 16,100円

77,101円未満
の特定世帯

14,000円 10,200円

Ｃ

Ａ階層及びＢ階層を除
き、市町村民税所得割課
税世帯であって、その所
得割課税額の区分が次の
区分に該当する世帯

48,600円未満

Ｄ１
48,600円以上
61,300円未満

Ｄ２
61,300円以上
72,900円未満

Ｄ３
72,900円以上
85,300円未満

 

別表第３備考２中「及びＣ階層」を「からＤ３階層までの階層」に改め、同表備考５に次のただし書を加える。 

 ただし、世帯の市民税所得割合算額が７７，１０１円未満の世帯（５７，７００円以上７７，１０１円未満の特定世帯

以外の世帯を除く。）についての子どもの順位の算定方法等は、次の表の（注）によらず次項の規定により算定するもの

とする。 

別表第３備考５の表中「免除」を「無償」とし、同表備考６を同表備考７とし、同表備考５の次に次の１項を加える。 

６ 前項ただし書の世帯については、順位を決定するときの算定対象となる子どもの範囲は、年齢にかかわらず生計を一に

する子どもとし、また特定世帯の利用者負担額は、第２順位の子どもについても無償とする。 

附 則 

 この条例は、平成２８年７月１日から施行し、改正後の泉南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用に関す

る条例の規定は、平成２８年４月１日から適用する。 
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議案第５号 

 

平成２８年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第１号） 

 

 平成２８年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８，９６２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２３，３９３，８６５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

平成２８年６月９日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２８年度 

 

大阪府泉南市一般会計補正予算（第１号）事項別明細書 
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